
75歳以上が原則加入する後期高齢者医療制度で、株式の配当や売却益などの金融所得を、

保険料や医療機関の窓口負担割合に反映する仕組みが導入される予定です。

2026年５月に成立した改正法を受け、厚生労働省は2029年８月から段階的に反映する日

程案を示しており、今後の資産運用への影響も懸念されています。

申告しなかった利益も判定対象に

現在、源泉徴収ありの特定口座で得た株式の売却益や配当は、確定申告しなければ、原則とし

て後期高齢者医療保険料には反映されません。一方、同じ利益でも確定申告すれば反映され

るため、申告の有無によって保険料負担が異なる状況となっています。



記事作成：

NISAは対象外、2028年の利益から影響も

医療保険の負担を考える際、今後は年金収入だけでなく、資産運用から生じる金融所得にも

目を向ける必要があります。

特に75歳以上の方や、これから後期高齢者医療へ移る方は、制度の開始時期と保有口座の

違いを確認しておきましょう。

保険料計算の対象は、課税対象となる上場株式等の配当・譲渡益などで、NISA口座で得た

非課税の利益や預貯金の利息、株式・預金の保有残高そのものは含まれません。

今回の改正は、2028年分の金融所得の一部が2029年８月から反映され、2030年８月か

らは全面的に反映される予定です。なお、現段階の制度変更は後期高齢者医療が対象で、国

民健康保険や介護保険への拡大は今後の検討課題とされています。

新制度では、証券会社などが提出する「特定口座年間取引報告書」などを活用して所得を把

握し、申告の有無にかかわらず保険料計算に含めます。したがって、もし年金収入が同じでも、

金融所得が多い人は保険料が増えたり、窓口負担が１割→２割などに変わったりする可能性

があります。


